
 
 

 憲法しんぶん速報版 
 

 

    
 第 123号 

 2005年９月 20日 
  発行＝憲法会議 
 Tel 03-3261-9007 
 Fax 03-3261-5453 

 

「５・３憲法集会実行委員会」が協議 
 
― 
  36 

 
５月３日の憲法集会を共同で開催することで発足した「５・３憲法集会実行委員

会」は、昨年から署名や院内集会など一致する範囲の共同行動を拡大してきました。

総選挙における自民党の圧勝、９条改憲を唱える民主党新代表の誕生を受けて同実

行委は９月 20日、事務局団体会議を開き、今後の共同行動について協議しました。 
                

共同で院内集会や抗議集会 
事務局団体会議では、総選挙後の自

民党や民主党の動きについて意見交換

し、総選挙は憲法改悪について国民の

意思を問うたものでないことなどが話

し合われました。しかし、情勢は重大

となっており、これに対応するため、

実行委員会としても共同の行動を広げ

ることとし、次の点で合意しました。 
①10 月６日または７日の国会の憲
法委員会開会日に、「憲法改悪・国民投

票法案に反対する院内集会」を開く（同

日、署名も提出）。 
②自民党大会が開かれる 11月 22日、
改憲案発表に抗議する集会を開く。 
③来年の通常国会の冒頭に院内集会

を開く。その際、通常国会会期中の共

同行動についても提起する。 

 
  
  これからの予定 
 
＜憲法公布 49 周年・憲法会議結成

40周年記念シンポジウム＞ 

憲法９条の輝きを 
21世紀の日本と世界に（仮題） 

 ―憲法をめぐる情勢と運動の展望 
◇と き 11月３日 午後１時 
◇ところ 全労連会館２Ｆ 
◇報告者 上田耕一郎 
      （日本共産党副委員長） 
     小澤 隆一（静岡大教授） 
     中村 方子 
       （中央大名誉教授） 
◇資料代 ５００.円 
＜憲法会議拡大常任幹事会＞ 
◇と き 11月 20日（日） 
      午前 10時～午後４時 
◇ところ 新宿農協会館 
 

改憲阻止めざし、共同行動を拡大 



 ④来年の「5・３憲法集会」を日比
谷公会堂で開く。 
《５・３憲法集会実行委員会・事務

局団体》 憲法改悪阻止各界連絡会議 
／女性の憲法年連絡会／「憲法」を愛

する女性ネット／平和憲法 21世紀の 
会／憲法を生かす会／平和を実現する

キリスト者ネット／市民憲法調査会／ 
許すな！憲法改悪・市民連絡会 

改憲賛成議員 84％だが… 

 「毎日新聞」が選挙期間中におこな

った調査による、当選議員の憲法に対

する態度です（９月 13 日付同紙、回
答者 473 人）。いまのところ、各党と
も、必ずしも一枚岩ではありません。 
 ◇憲法を「改正すべき」…自民 93％、
公明 87％、民主 69％（402人） 
 「改正すべきでない」…自民３人、

共産・社民全員等で８％（36人） 
 ◇集団的自衛権の行使…「認めるべ

き」…自民 75％、民主 39％  
「禁じるべき」…自民 11％、民主

50％、公明 94％ 

憲法特別委員会設置を策す 
 自民党は 20日、「日本国憲法に関す
る調査特別委員会」（略称「憲法」）の

設置を提案しました。目的は、「日本国

憲法改正国民投票制度に係る法案の審

査等及び日本国憲法の広範かつ総合的

な調査（国会法 102条の６の調査をい
う。）を行うため」。「等」を入れた意味

は調査、発議を含ませるためとのこと。 

なお、特別委員会の設置は本会議の議

決だけでおこなうことができ、国会法

などの改定は必要としません。 

 
前原民主党党首の改憲発言 
 
 ◇党首就任記者会見（05/9/17） 
 ―党内の憲法改正論議をどうまと

めるか。 
憲法改正は以前から必要だという

立場だ。菅直人元代表のころから党

内議論をすすめている。私の意見は

９条１項はいいが、２項は削除し自

衛権を明記することだ。党憲法調査

会の議論をスピードアップし、受け

身にならずに対応できるように進め

たい。 
 ―憲法改正で自民党との協力は。 
当然、憲法改正が必要だとしてい

る政党としっかり議論し、まとめて

いくべきだ。戦う姿勢は持ち続ける

が、すべて反対、何でも反対の野党

にはならない。 
 
 ◇憲法調査会（00/5/11） 
 個別的自衛権、集団的自衛権の違

いはないという考えに立つべきで、

憲法改正の議論では自衛権をしっか

り明記することが必要だ。 
 
 ◇衆院本会議（05/3/15） 
 我が国を射程距離におさめる国が

複数ある。北朝鮮だけでも、日本を

射程距離におさめる弾道ミサイルは

200 基以上あると言われており、イ
ージス艦４隻、ペトリオット部隊３

個高射群だけでは、あらゆるミサイ

ルを撃ち落すことはできない。 
 中国の海軍力、空軍力の増強はめ

ざましくこのまま続くと我が国の領

土、領海、排他的経済水域上空の制

空権が維持できなくなるのは明らか

だ。仮に中国が日本の主権を侵した

場合、毅然とした態度をとる確固と

した意思があるのか。  


